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事業事前評価表 
 

１．対象事業名 
国名：インドネシア共和国 
案件名：貧困削減地方インフラ開発事業 
L/A調印日：2007年 3月 29日 
承諾金額：23,519百万円 
借入人：インドネシア共和国(The Republic of Indonesia) 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 
インドネシアにおける貧困人口は、1976年の 5,420万人（貧困比率約 40%）から 1996年

には 2,250万人(同約 11.3%)と、その間の高い経済成長率(GDP年間平均成長率約 7%)を背景
に大幅に減少した。1997年 7月に始まったアジア通貨危機により、貧困人口は増加したもの
の、その後徐々に減少し、2004年には 3,610万人(同 16.6%)となった。しかし、米価の上昇
等により 2006年 3月における貧困人口は 3,905万人(同 17.8%)と再び増加しており、貧困削
減は依然重要な課題である。 
インドネシアは国家中期開発計画(RPJM：2004～2009年）及び国家貧困削減戦略(PRSP)
において、2009 年までに貧困率を 8.2%に削減することを主要優先目標に掲げるとともに、
初等教育や保健サービスの充実、貧困層の雇用機会創出なども掲げている。また、インドネ

シアでは石油価格高騰を受けた燃料補助金削減に伴う貧困層への影響を緩和すべく補償プロ

グラムが導入されており、貧困地域を対象に保健及び初等教育サービスの充実、小規模イン

フラ整備、貧困層への現金支給等を緊急に実施している。2008年以降は、コミュニティー参
加型開発事業に係る統一化されたプログラム(PNPM)のもと、効率的且つ統一化された貧困
削減事業を全国レベルで実施する予定であるが、本事業は同プログラムの一翼を担うもので

ある。 
我が国の「対インドネシア国別援助計画」（2004年 11月)では、重点分野・重点事項の１
つとして「民主的で公正な社会造り」の実現のための支援を掲げ、貧困削減（農漁村開発に

よる雇用機会の創出及び所得・福祉の向上、教育及び保健・医療などの公共サービスの向上

等）及びガバナンス改革（地方分権支援等）等を重点分野としている。また、海外経済協力

業務実施方針（2005年４月）では、重点分野として貧困削減への支援を挙げ、貧困層の多い
農村部での基盤整備等を通じて貧困層の雇用・所得の機会の増大のための支援を重視すると

している。よって、本行が支援する必要性・妥当性は高い。 
３．事業の目的等 
本事業は、インドネシアの貧困層の多い地域を対象に、地域住民のニーズに基づき①交通

関連施設、②上水・衛生関連施設、③生産関連施設、④市場関連施設、⑤保健関連施設、⑥

教育関連施設の基礎インフラを整備すると共に、⑦マイクロクレジットをパイロット的に導

入することにより、当該地域に居住する貧困層の経済機会及び社会サービスへのアクセス改

善を図り、もって同国の貧困削減、地域経済の自立的発展、地域社会の自立能力向上、及び

地方政府の行政能力の強化に寄与するもの。 
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４．事業の内容 
(1) 対象地域 

9州 24県 
(2) 事業概要 
対象県において以下のサブプロジェクトの実施及びコンサルティングサービスの提供を

行うもの。 
① 土木工事、調達機器等の内容 

   主として、以下の施設の新設・リハビリ・拡張を実施する。 
(a) 交通関連施設 （道路、橋梁、桟橋等） 
(b) 上水・衛生関連施設 （井戸、給水栓、ポンプ、公共トイレ等) 
(c) 生産関連施設 （小規模灌漑施設） 
(d) 市場関連施設 （マーケット、競り市等） 
(e) 保健関連施設 （一次医療施設等） 
(f) 教育関連施設 （初等・中等教育施設等） 

②   マイクロクレジット（パイロット） 
  事業対象各県に 1 郡、パイロットとしてマイクロクレジットリボルビングファンドを設
置する。 
③ コンサルティング・サービスの TOR 

各種調査、設計、施工監理、運営維持管理支援、モニタリング・評価、キャパシティ 
ビルディング等 

(3) 総事業費 
31,557百万円（うち円借款対象額：23,519百万円） 

(4) スケジュール 
2007年 1月～2011年 6月を予定（54ヶ月） 

(5) 実施体制 
① 借入人：インドネシア共和国(The Republic of Indonesia) 
② 実施機関：国家開発企画庁地方開発局(全体的な調整機関)、公共事業省居住総局(実施機
関) 

③ 維持管理体制：地域住民が維持管理を行う。一部施設については県政府が支援。 
(6) 環境及び社会面の配慮 
① 環境に対する影響／用地取得・住民移転 

(a) カテゴリ分類：FI  
(b) カテゴリ分類の根拠：本事業は、本行の融資承諾前にサブプロジェクトが特定で
きず、かつそのようなサブプロジェクトが環境への影響を持つことが想定される

ため、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002年 4月制
定）上、カテゴリ FIに該当する。 

(c) その他：本事業では実施機関がサブプロジェクト選定に際して、本事業で雇用さ
れるコンサルタントの支援を受け、本行のガイドラインに従い環境配慮確認を実

施するため、サブプロジェクトの環境への望ましくない影響は重大でないと判断

される。 
② 貧困削減促進 

事業実施段階における地域住民の雇用、インフラ整備による就業機会増加、農産物

販売路多様化等の直接的な貧困削減効果が見込まれるとともに、教育・保健サービス
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へのアクセス改善により、間接的・中長期的な貧困削減効果が期待される。また、各

県レベルにおける地方版貧困削減戦略策定支援や住民からのニーズをボトムアップア

プローチにてサブプロジェクトに取り込むことにより、地方行政全体として貧困削減

への対応体制を強化するものである。また、事業地域の選定に際しては貧困人口及び

貧困比率の高い県を優先しており、全対象地域における貧困比率は約 21%と、国全体
の貧困比率である 17.75%を超えている。 

③ 社会開発促進（ジェンダーの視点等） 
     本事業では、コンサルタントの支援により、住民グループが事業の計画・実施・維

持管理の各段階で主体的に参加する。 
ジェンダー配慮については、本事業のために作成される「“女性参加促進戦略”」に
基づき村・郡レベルの意思決定協議会への女性グループの参加促進が図られる。また、

コンサルタントの支援のもと、女性や貧困層を含む住民グループが事業の計画、実施、

維持管理を行う。建設工事実施にはトレーニングを受けた住民グループが直接雇用さ

れる。 
 
５．事業効果 
(1) 定量的効果（運用・効果指標）：本事業は、小規模地域分散型のサブプロジェクトの集
合体であり、個別に数値目標を設定することは困難であるため、増加あるいは減少を判断

基準とする。 
対象サブプロジェクト 指標名 目標(2011

年[事業完成
時]) 

公共交通手段により郡庁所在地へのアクセスが可

能な村落数 
増加 

小売店へのアクセス時間 減少 

①交通関連施設 

常設市場へのアクセス時間 減少 
水へのアクセスが可能な人口 増加 
衛生施設サービスのある村落数 増加 

②上水・衛生関連施設 

水系疾患の発生数 減少 
作付面積 増加 ③生産関連施設 
受益面積 増加 

④市場関連施設 常設市場の数 増加 
一次医療施設にアクセス可能な人口 増加 ⑤保健関連施設 
乳児死亡率 減少 

⑥教育関連施設 ７-15歳児の就学率 増加 
⑦マイクロクレジット マイクロクレジットサービスにアクセスできる人

口 
増加 

但し、事業効果の詳細把握のため、コンサルティング・サービス TORに運用・効果指標
に関する各種調査、データ収集補助を含め、サンプル村にて貧困削減に係る定量的な評価

及び地域経済の発展を定量的に調査する予定。 
 



4 

(2) 内部収益率 
事業実施前に対象サブプロジェクトの選定ができないため、算出せず。但し、幾つかの

サンプル村にて、事業実施前、実施中、実施後に調査を行い、経済的内部収益率（EIRR）、
財務的内部収益率（FIRR）を試験的に算出することとする。 

６．外部要因リスク 
施工中の自然災害による遅延。 

７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往案件の事後評価では、事業実施後の施設の維持管理に関し、適切な指導及びモニタ

リングに留意する必要があるとの教訓を得ている。これを踏まえ、本事業ではコンサルテ

ィング・サービスによるきめ細かなデータ収集により施設の状況を把握するよう地方政府

を指導するとともに、適切なトレーニングを受けた県・郡政府の指導の下、維持管理の担

い手となる住民グループへの啓蒙、技術指導を行い、事業実施後も施設が適切に維持・管

理されるよう、村民の積極的な参加を促す予定である。 
８．今後の評価計画 
(1) 今後評価に用いる指標 
①公共交通手段により郡庁所在地へのアクセスが可能な村落数 
②小売店へのアクセス時間 
③常設市場へのアクセス時間 
④水へのアクセスが可能な人口 
⑤衛生施設サービスのある村落数 
⑥水系疾患の発生数 
⑦作付面積 
⑧受益面積 
⑨常設市場の数 
⑩一次医療施設にアクセス可能な人口 
⑪乳児死亡率 
⑫７-15歳児の就学率 
⑬マイクロクレジットサービスにアクセスできる人口。 

(2) 今後の評価のタイミング 
事業完成 2年後 

 
 
 


